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１．遵守事項について 

特別研究員は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

なお、下記の事項に違反したと日本学術振興会（以下、「本会」という。）が判断するときは、特別研究員

の採用を取り消すとともに、支給済みの研究奨励金の返納を求める場合がある。 

 

（1）特別研究員以外の身分を持たないこと （P.2「２．特別研究員の身分」参照） 

（2）特別研究員の義務を遂行すること       （P.3「３．特別研究員の義務」参照） 

（3）他の機関からの資金援助を受けないこと        （P.4「４．本会以外からの資金援助」参照）  

（4）研究上の不正行為を行わないこと      （P.5「５．研究活動における不正行為」参照） 

（5）研究費の不正使用を行わないこと       （P.5「６．研究費の不正使用」参照）      

（6）その他、公序良俗に反する行為を行わないこと （P.6「７．住民税の課税」参照） 

 

２．採用の取り消しについて 

本会は、次に掲げるいずれかに、特別研究員が該当すると認めた場合は、その採用を取消すことができる。 

 

 （1）病気を理由とする採用の中断の扱いを受ける場合を除き、疾病等のために、研究を継続できないこと

が明らかなとき 

 （2）研究の進捗状況に著しい問題があり、所期の研究成果を達成できないとき 

 （3）採用期間中の海外渡航期間が、通算渡航期間の上限を超えた場合 

 （4）提出すべき書類が、期限内に提出されなかった場合 

 （5）申請書類の記載事項に重大な虚偽が発見されたとき 

 （6）その他、明らかに特別研究員としてふさわしくない行為をなしたとき 
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１．本制度の趣旨 

特別研究員制度は、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者を育成するため、優れた若手研 

究者に、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題・研究の場等を選びながら研 

究に専念する機会を与えるとともに、研究奨励金を支給する制度です。 

 

２．特別研究員の身分 

（1）特別研究員は、その採用期間中、原則として特別研究員以外の身分を持つことができません。但し、

以下の①～④に掲げる例等については、例外として特別研究員以外の身分を持つことを認めています。 

 

① 特別研究員-ＤＣが受入研究機関において大学院生の身分（大学院設置基準第三十五条に基づく国際

連携専攻における連携外国大学院の学籍を含む。）を持つこと 

※特別研究員は学生として海外の大学・大学院に在籍する留学はできません。 

② 研究課題遂行に必要であるため、研究施設を利用するなどの理由で 形式的な身分 を持つこと 

③ 特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が受入研究機関において科学研究費助成事業（特別研究

員奨励費）以外の科学研究費助成事業に応募するための身分（応募資格）を持つこと 

④ 研究専念義務の範囲内で、報酬を受給するために必要な身分を持つこと 

（P.40「Ⅷ よくある質問」設問１～２ 参照） 

 

（2） 特別研究員と本会との間には雇用関係がありませんので、以下について各自で対応してください。 

 

①社会保険・年金 

 研究奨励金は税法上給与所得として扱われます。現在、扶養親族となっている場合は、扶養者の

勤務先で手続きが必要となることがありますので、当該扶養者の勤務先にご照会ください。加えて、

本会では特別研究員の健康保険等社会保険の加入ができません。各自で国民健康保険・国民年金保

険等に加入する手続を行ってください。手続等については、居住する市区町村に問い合わせてくだ

さい。（P.40「Ⅷ よくある質問」設問３～４ 参照） 

 

②学生教育研究災害傷害保険 

 すべての特別研究員-ＤＣは、（財）日本国際教育支援協会が実施している「学生教育研究災害傷

害保険（以下、「学研災」という。）」に加入できます。特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）

については、学研災賛助会員大学を受入研究機関としている場合は、学研災に加入できる場合があ

ります。加入手続等の詳細については、受入研究機関の大学学生部等に問い合わせてください。 

 

③事故・災害への対処 

 受入研究機関での研究活動や、国内外の研究機関で一定期間従事する研究あるいはフィールドワ

ーク等で事故・災害が生じた場合は、各自の責任で処理していただきます。安全確保に十分配慮す
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るとともに、万一の被災に備え、適切な保険に加入してください。研究従事中の事故・災害等につ

いては、本会では一切の責任を負いかねますのでご了承ください。 

 なお、病気を理由とする採用の中断の扱いを受ける場合を除き、疾病、事故・災害等により１ヶ

月以上特別研究員として研究に従事できない場合は、直ちに本会へ申し出てください。 

 

３．特別研究員の義務 

特別研究員は以下に掲げる２つの義務を有します。 

（1）研究専念義務 

特別研究員は、出産・育児に係る採用中断及び病気を理由とする採用中断の扱いを受ける場合を除き、

採用期間中、申請書記載の研究計画に基づき、研究に専念しなければなりません。 

したがって、原則として研究課題、研究計画の変更はできません。但し、研究計画については、研究

の進展状況による変更の必要があれば必ずしもこの限りではありません。 

また、特別研究員の研究課題の研究遂行に支障が生じるおそれがあるため、採用期間中、報酬を受給

することは、原則禁止しています。但し、次の①～⑤の事項を全て満たす場合に限り、報酬の受給を

例外的に認めています。  

(P.41「Ⅷ よくある質問」設問５～７参照) 

 

①特別研究員の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと 

②特別研究員の研究課題の研究遂行に資する職であること 

③将来大学等の教員・研究者等になるためのトレーニングの機会となる職 ※１であること 

④常勤職及びそれに準ずる職 ※1ではないこと 

⑤従事する前に受入研究者に「特別研究員報酬受給届＜様式 16＞※2」を届け出、受入研究者が①～

④に該当すると認めていること。 

 

※１：報酬の有無にかかわらず、営利企業の役員になることや、自ら営利企業を営むこと等はでき

ません。その他、具体例については P.41「Ⅷ よくある質問」設問５～７を参照してください。 

※２：毎年の研究報告書を提出する際に、「特別研究員報酬受給届＜様式 16＞」の写しを本会へ提

出してください。 

※：勤務場所及び勤務時間数等について一律の制限は課していませんが、特別研究員の研究課題の

研究遂行に支障が出ているのではないか、という疑念を持たれないよう注意してください。 

※：報酬を受給するにあたって、雇用関係は要件としていません（講演料、原稿料、謝金、委員手

当や業務委託でも可）。 

 

判断に迷う場合には、本会（０３－３２６３－４９９８）まで、お問い合わせください。なお、本会

以外から別に収入を得ている場合には、個別に所得税の確定申告（毎年２月中旬～３月中旬）を行う

必要があります。 

 

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示


	ADP22D6.tmp
	１．遵守事項について
	２．採用の取り消しについて
	Ⅰ　遵守事項
	１．本制度の趣旨
	２．特別研究員の身分
	Ⅱ　特別研究員制度の趣旨と遵守事項（詳細）
	３．特別研究員の義務
	４．本会以外からの資金援助
	（1）授業料の援助に係る助成金の受給【DC1、DC2のみ】
	（2）研究費の受給【全資格】
	（3）旅費の受給【全資格】
	（4）学会への登録料や参加費に係る助成金の受給【全資格】
	５．研究活動における不正行為
	６．研究費の不正使用
	７．住民税の課税
	８．中途辞退
	９．特別研究員のアウトリーチ活動※の奨励
	１０．受入研究者、受入研究機関の義務等
	１．主な手続の流れ
	Ⅲ　採用後の諸手続
	２．諸証明
	（1）採用証明書（和文・英文）(P.44「Ⅷ　よくある質問」設問１９参照)
	（2）証明書（カード型）（特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む））
	３．源泉徴収票
	４．振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	（1）振込銀行、住所等の変更について
	（2）登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	５．受入研究機関について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2） 特別研究員-ＤＣ
	６．受入研究機関の変更について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2）特別研究員-ＤＣ
	７．受入研究者の変更、受入研究者所属部局・職名及び特別研究員所属部局の変更
	８．採用後の学位取得等による資格の変更（特別研究員-ＤＣから特別研究員-ＰＤへの資格変更）
	９．採用第２年度以降の資格確認
	１０．採用期間中の海外渡航
	（1） 海外渡航届の提出について
	（2） 通算渡航期間の上限について
	（3）海外渡航期間中の本会との連絡について
	（4） 海外における研究活動に関する注意事項について
	１１．出産・育児に係る採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断回数及び中断期間
	（3）研究再開準備支援の取扱い
	（4）採用を延長する期間
	（5）研究奨励金の取扱い
	（6）特別研究員の義務の免除等
	（7）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（8）研究費（科学研究費助成事業）の取扱い
	（9）手続き
	１２．病気を理由とする採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断期間
	（3）採用の延長
	（4）研究奨励金の取扱い
	（5）特別研究員の義務の免除等
	（6）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（7）特別研究員奨励費（科研費）の取扱い
	（8）手続き
	１３．インターンシップ参加への取扱い
	（1）特別研究員の義務等
	（2）手続き
	１４．研究報告書
	１５．研究遂行経費の支出報告書
	１６. 特別研究員の就職状況調査
	１７．採用期間終了後の連絡
	＜参考＞
	１．研究奨励金
	（1）支　給　日
	（2）振　込　先
	２．研究遂行経費
	Ⅳ　研究奨励金の支給
	３．研究遂行経費の支出報告書の提出
	４．翌年度以降の研究遂行経費の取扱いの変更
	５．所得税の源泉徴収
	６．マイナンバー（社会保障・税番号）制度導入に伴う取扱について
	７．住民登録住所・扶養親族の変更
	＜参考＞
	１．特別研究員-ＤＣ１又は-ＤＣ２に採用された者が特別研究員-ＰＤに再度申請することを、「再申請」と称します。特別研究員-ＳＰＤ、ＰＤとして申請・内定し採用されたことのある者は、再度特別研究員-ＰＤに申請することはできません。（特別研究員-ＤＣに申請し、採用時又は採用中に資格変更をして特別研究員-ＰＤとなった者は再申請することができます。）
	Ⅴ　特別研究員-ＰＤへの再申請
	１．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤ
	２．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＤＣ
	１．科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）の取扱いについて
	２．海外渡航支援について
	３．発明等の権利の帰属について
	４．本事業に関する連絡先
	５．本会のホームページについて
	Ⅶ　そ　の　他
	６．本会の休日
	７．特別研究員制度等の英文名
	（1） 日本学術振興会特別研究員制度の英文名
	（2） 日本学術振興会特別研究員の英文名
	８．成果発表
	９．研究奨励金等の返納先
	１０．その他
	設問１　特別研究員以外の身分を得ることはできないのか。
	設問２　NPO法人の役員になってよいか。
	設問３　社会保険や年金についてはどうなっているか。
	設問４　特別研究員に採用になった場合は、扶養義務者（親等）の扶養から外れる必要があるのか。
	設問５　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「③将来大学等の教員・研究者等になるためのトレーニングの機会となる職であること」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問６　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「④常勤職及びそれに準ずる職ではないこと」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問７　講演料、原稿料、翻訳料、監修料は受け取れるか。
	設問８　特別研究員に採用中の間は、一切の資金の提供を他から受けることができないのか。
	設問９　受入研究機関から通勤定期代相当分の補助を受けることは可能か。
	設問１０　学会からの学術賞等の賞金を受給してもよいか。
	設問１１　特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外に応募できる科研費の研究種目は何か。
	設問１２　特別研究員-ＤＣが、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外のに応募することや、他者が申請する科学研究費助成事業の研究分担者として分担金を得ることはできるか。
	設問１３　平成２８年度までの科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費の受給に係る条件の一つであった「特別研究員の研究課題と」が削除されたが、なぜか。
	設問１４　国や地方公共団体、民間助成団体等の研究費に応募することは可能か。
	設問１５　クラウドファンディングで研究費を集めてもよいか。
	設問１６　財団法人が公募している使途の制限がない助成金（例：面接により個別に支援内容を決定など）について、受け取ることは可能か。
	設問１７　共同利用機関法人等の共同研究プロジェクトの公募に採択された場合どうすればよいか。（共同研究に係る研究費は当該共同利用機関法人等内で法人の予算として執行され、直接研究費を受給しない場合。）
	設問１８　住民税の納付通知書が届いたが、支払わないといけないのか。
	設問１９　証明書の発行に関し、提出先の指定の様式で証明書を発行することは可能か。
	設問２０　「海外の大学・大学院に在籍する留学はできません。」とあるが、海外渡航先の大学院で研究指導委託を受けるうえで必要な「交換留学生」の身分を持つことは可能か。
	設問２１　特別研究員採用中に受入研究機関のダブルディグリー・プログラムを利用して留学してよいか。
	設問２２　（独）日本学生支援機構の海外留学支援制度(協定派遣)の奨学金は実質的には滞在費の支援であるが、「海外の大学・大学院に在籍する留学」に該当しないプログラムに参加する場合、滞在費とみなし受給が可能か。
	設問２３　海外渡航中の税金等の扱いについてはどうなるのか。
	設問２４　アメリカ合衆国Ｊビザ帰国義務免除の手続の際に必要となる、日本のスポンサーからの、帰国しないことに対して異議がない旨を述べた大使館宛のレターは発行してもらえるのか。
	設問２５　中断期間中にアルバイト等で報酬を得ることは可能か。
	設問２６　４月分研究奨励金は５月分と一緒に振り込まれることを失念していたため、４月分生活費の元手がないが、どうすればよいか。
	設問２７　研究奨励金が給与所得として課税対象となっている経緯（根拠）はどのようなものか。
	設問２８　特別研究員はクレジットカードが作れないと聞いたことがあるが本当か。
	設問２９　博士課程教育リーディングプログラムに採択を受けている教育課程を履修してよいか。
	設問３０　採用終了後に、国立大学法人の助教に採用が決まったが、初任給の算定にあたっては、特別研究員-ＰＤの採用期間については職歴としてどのように扱われるのか。
	設問３１　研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合はどうなるのか。

	ADPA5B3.tmp
	１．遵守事項について
	２．採用の取り消しについて
	Ⅰ　遵守事項
	１．本制度の趣旨
	２．特別研究員の身分
	Ⅱ　特別研究員制度の趣旨と遵守事項（詳細）
	３．特別研究員の義務
	４．本会以外からの資金援助
	（1）授業料の援助に係る助成金の受給【DC1、DC2のみ】
	（2）研究費の受給【全資格】
	（3）旅費の受給【全資格】
	（4）学会への登録料や参加費に係る助成金の受給【全資格】
	５．研究活動における不正行為
	６．研究費の不正使用
	７．住民税の課税
	８．中途辞退
	９．特別研究員のアウトリーチ活動※の奨励
	１０．受入研究者、受入研究機関の義務等
	１．主な手続の流れ
	Ⅲ　採用後の諸手続
	２．諸証明
	（1）採用証明書（和文・英文）(P.44「Ⅷ　よくある質問」設問１９参照)
	（2）証明書（カード型）（特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む））
	３．源泉徴収票
	４．振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	（1）振込銀行、住所等の変更について
	（2）登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	５．受入研究機関について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2） 特別研究員-ＤＣ
	６．受入研究機関の変更について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2）特別研究員-ＤＣ
	７．受入研究者の変更、受入研究者所属部局・職名及び特別研究員所属部局の変更
	８．採用後の学位取得等による資格の変更（特別研究員-ＤＣから特別研究員-ＰＤへの資格変更）
	９．採用第２年度以降の資格確認
	１０．採用期間中の海外渡航
	（1） 海外渡航届の提出について
	（2） 通算渡航期間の上限について
	（3）海外渡航期間中の本会との連絡について
	（4） 海外における研究活動に関する注意事項について
	１１．出産・育児に係る採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断回数及び中断期間
	（3）研究再開準備支援の取扱い
	（4）採用を延長する期間
	（5）研究奨励金の取扱い
	（6）特別研究員の義務の免除等
	（7）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（8）研究費（科学研究費助成事業）の取扱い
	（9）手続き
	１２．病気を理由とする採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断期間
	（3）採用の延長
	（4）研究奨励金の取扱い
	（5）特別研究員の義務の免除等
	（6）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（7）特別研究員奨励費（科研費）の取扱い
	（8）手続き
	１３．インターンシップ参加への取扱い
	（1）特別研究員の義務等
	（2）手続き
	１４．研究報告書
	１５．研究遂行経費の支出報告書
	１６. 特別研究員の就職状況調査
	１７．採用期間終了後の連絡
	＜参考＞
	１．研究奨励金
	（1）支　給　日
	（2）振　込　先
	２．研究遂行経費
	Ⅳ　研究奨励金の支給
	３．研究遂行経費の支出報告書の提出
	４．翌年度以降の研究遂行経費の取扱いの変更
	５．所得税の源泉徴収
	６．マイナンバー（社会保障・税番号）制度導入に伴う取扱について
	７．住民登録住所・扶養親族の変更
	＜参考＞
	１．特別研究員-ＤＣ１又は-ＤＣ２に採用された者が特別研究員-ＰＤに再度申請することを、「再申請」と称します。特別研究員-ＳＰＤ、ＰＤとして申請・内定し採用されたことのある者は、再度特別研究員-ＰＤに申請することはできません。（特別研究員-ＤＣに申請し、採用時又は採用中に資格変更をして特別研究員-ＰＤとなった者は再申請することができます。）
	Ⅴ　特別研究員-ＰＤへの再申請
	１．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤ
	２．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＤＣ
	１．科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）の取扱いについて
	２．海外渡航支援について
	３．発明等の権利の帰属について
	４．本事業に関する連絡先
	５．本会のホームページについて
	Ⅶ　そ　の　他
	６．本会の休日
	７．特別研究員制度等の英文名
	（1） 日本学術振興会特別研究員制度の英文名
	（2） 日本学術振興会特別研究員の英文名
	８．成果発表
	９．研究奨励金等の返納先
	１０．その他
	設問１　特別研究員以外の身分を得ることはできないのか。
	設問２　NPO法人の役員になってよいか。
	設問３　社会保険や年金についてはどうなっているか。
	設問４　特別研究員に採用になった場合は、扶養義務者（親等）の扶養から外れる必要があるのか。
	設問５　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「③将来大学等の教員・研究者等になるためのトレーニングの機会となる職であること」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問６　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「④常勤職及びそれに準ずる職ではないこと」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問７　講演料、原稿料、翻訳料、監修料は受け取れるか。
	設問８　特別研究員に採用中の間は、一切の資金の提供を他から受けることができないのか。
	設問９　受入研究機関から通勤定期代相当分の補助を受けることは可能か。
	設問１０　学会からの学術賞等の賞金を受給してもよいか。
	設問１１　特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外に応募できる科研費の研究種目は何か。
	設問１２　特別研究員-ＤＣが、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外のに応募することや、他者が申請する科学研究費助成事業の研究分担者として分担金を得ることはできるか。
	設問１３　平成２８年度までの科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費の受給に係る条件の一つであった「特別研究員の研究課題と」が削除されたが、なぜか。
	設問１４　国や地方公共団体、民間助成団体等の研究費に応募することは可能か。
	設問１５　クラウドファンディングで研究費を集めてもよいか。
	設問１６　財団法人が公募している使途の制限がない助成金（例：面接により個別に支援内容を決定など）について、受け取ることは可能か。
	設問１７　共同利用機関法人等の共同研究プロジェクトの公募に採択された場合どうすればよいか。（共同研究に係る研究費は当該共同利用機関法人等内で法人の予算として執行され、直接研究費を受給しない場合。）
	設問１８　住民税の納付通知書が届いたが、支払わないといけないのか。
	設問１９　証明書の発行に関し、提出先の指定の様式で証明書を発行することは可能か。
	設問２０　「海外の大学・大学院に在籍する留学はできません。」とあるが、海外渡航先の大学院で研究指導委託を受けるうえで必要な「交換留学生」の身分を持つことは可能か。
	設問２１　特別研究員採用中に受入研究機関のダブルディグリー・プログラムを利用して留学してよいか。
	設問２２　（独）日本学生支援機構の海外留学支援制度(協定派遣)の奨学金は実質的には滞在費の支援であるが、「海外の大学・大学院に在籍する留学」に該当しないプログラムに参加する場合、滞在費とみなし受給が可能か。
	設問２３　海外渡航中の税金等の扱いについてはどうなるのか。
	設問２４　アメリカ合衆国Ｊビザ帰国義務免除の手続の際に必要となる、日本のスポンサーからの、帰国しないことに対して異議がない旨を述べた大使館宛のレターは発行してもらえるのか。
	設問２５　中断期間中にアルバイト等で報酬を得ることは可能か。
	設問２６　４月分研究奨励金は５月分と一緒に振り込まれることを失念していたため、４月分生活費の元手がないが、どうすればよいか。
	設問２７　研究奨励金が給与所得として課税対象となっている経緯（根拠）はどのようなものか。
	設問２８　特別研究員はクレジットカードが作れないと聞いたことがあるが本当か。
	設問２９　博士課程教育リーディングプログラムに採択を受けている教育課程を履修してよいか。
	設問３０　採用終了後に、国立大学法人の助教に採用が決まったが、初任給の算定にあたっては、特別研究員-ＰＤの採用期間については職歴としてどのように扱われるのか。
	設問３１　研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合はどうなるのか。

	ADP86E7.tmp
	１．遵守事項について
	２．採用の取り消しについて
	Ⅰ　遵守事項
	１．本制度の趣旨
	２．特別研究員の身分
	Ⅱ　特別研究員制度の趣旨と遵守事項（詳細）
	３．特別研究員の義務
	４．本会以外からの資金援助
	（1）授業料の援助に係る助成金の受給【DC1、DC2のみ】
	（2）研究費の受給【全資格】
	（3）旅費の受給【全資格】
	（4）学会への登録料や参加費に係る助成金の受給【全資格】
	５．研究活動における不正行為
	６．研究費の不正使用
	７．住民税の課税
	８．中途辞退
	９．特別研究員のアウトリーチ活動※の奨励
	１０．受入研究者、受入研究機関の義務等
	１．主な手続の流れ
	Ⅲ　採用後の諸手続
	２．諸証明
	（1）採用証明書（和文・英文）(P.44「Ⅷ　よくある質問」設問１９参照)
	（2）証明書（カード型）（特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む））
	３．源泉徴収票
	４．振込銀行、住所等の変更及び登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	（1）振込銀行、住所等の変更について
	（2）登録名・戸籍名・氏名のローマ字表記の変更について
	５．受入研究機関について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2） 特別研究員-ＤＣ
	６．受入研究機関の変更について
	（1）特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）
	（2）特別研究員-ＤＣ
	７．受入研究者の変更、受入研究者所属部局・職名及び特別研究員所属部局の変更
	８．採用後の学位取得等による資格の変更（特別研究員-ＤＣから特別研究員-ＰＤへの資格変更）
	９．採用第２年度以降の資格確認
	１０．採用期間中の海外渡航
	（1） 海外渡航届の提出について
	（2） 通算渡航期間の上限について
	（3）海外渡航期間中の本会との連絡について
	（4） 海外における研究活動に関する注意事項について
	１１．出産・育児に係る採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断回数及び中断期間
	（3）研究再開準備支援の取扱い
	（4）採用を延長する期間
	（5）研究奨励金の取扱い
	（6）特別研究員の義務の免除等
	（7）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（8）研究費（科学研究費助成事業）の取扱い
	（9）手続き
	１２．病気を理由とする採用の中断及び延長の取扱い
	（1）対象者
	（2）中断期間
	（3）採用の延長
	（4）研究奨励金の取扱い
	（5）特別研究員の義務の免除等
	（6）特別研究員-ＤＣが休学した場合の取扱い
	（7）特別研究員奨励費（科研費）の取扱い
	（8）手続き
	１３．インターンシップ参加への取扱い
	（1）特別研究員の義務等
	（2）手続き
	１４．研究報告書
	１５．研究遂行経費の支出報告書
	１６. 特別研究員の就職状況調査
	１７．採用期間終了後の連絡
	＜参考＞
	１．研究奨励金
	（1）支　給　日
	（2）振　込　先
	２．研究遂行経費
	Ⅳ　研究奨励金の支給
	３．研究遂行経費の支出報告書の提出
	４．翌年度以降の研究遂行経費の取扱いの変更
	５．所得税の源泉徴収
	６．マイナンバー（社会保障・税番号）制度導入に伴う取扱について
	７．住民登録住所・扶養親族の変更
	＜参考＞
	１．特別研究員-ＤＣ１又は-ＤＣ２に採用された者が特別研究員-ＰＤに再度申請することを、「再申請」と称します。特別研究員-ＳＰＤ、ＰＤとして申請・内定し採用されたことのある者は、再度特別研究員-ＰＤに申請することはできません。（特別研究員-ＤＣに申請し、採用時又は採用中に資格変更をして特別研究員-ＰＤとなった者は再申請することができます。）
	Ⅴ　特別研究員-ＰＤへの再申請
	１．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＰＤ、特別研究員-ＲＰＤ
	２．平成２９年度以前に採用された特別研究員-ＤＣ
	１．科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）の取扱いについて
	２．海外渡航支援について
	３．発明等の権利の帰属について
	４．本事業に関する連絡先
	５．本会のホームページについて
	Ⅶ　そ　の　他
	６．本会の休日
	７．特別研究員制度等の英文名
	（1） 日本学術振興会特別研究員制度の英文名
	（2） 日本学術振興会特別研究員の英文名
	８．成果発表
	９．研究奨励金等の返納先
	１０．その他
	設問１　特別研究員以外の身分を得ることはできないのか。
	設問２　NPO法人の役員になってよいか。
	設問３　社会保険や年金についてはどうなっているか。
	設問４　特別研究員に採用になった場合は、扶養義務者（親等）の扶養から外れる必要があるのか。
	設問５　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「③将来大学等の教員・研究者等になるためのトレーニングの機会となる職であること」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問６　研究専念義務に係り、報酬の受給が例外的に認められる要件のうち、「④常勤職及びそれに準ずる職ではないこと」が指す職とは具体的にどのようなものか。
	設問７　講演料、原稿料、翻訳料、監修料は受け取れるか。
	設問８　特別研究員に採用中の間は、一切の資金の提供を他から受けることができないのか。
	設問９　受入研究機関から通勤定期代相当分の補助を受けることは可能か。
	設問１０　学会からの学術賞等の賞金を受給してもよいか。
	設問１１　特別研究員-ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外に応募できる科研費の研究種目は何か。
	設問１２　特別研究員-ＤＣが、科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外のに応募することや、他者が申請する科学研究費助成事業の研究分担者として分担金を得ることはできるか。
	設問１３　平成２８年度までの科学研究費助成事業（特別研究員奨励費）以外の研究費の受給に係る条件の一つであった「特別研究員の研究課題と」が削除されたが、なぜか。
	設問１４　国や地方公共団体、民間助成団体等の研究費に応募することは可能か。
	設問１５　クラウドファンディングで研究費を集めてもよいか。
	設問１６　財団法人が公募している使途の制限がない助成金（例：面接により個別に支援内容を決定など）について、受け取ることは可能か。
	設問１７　共同利用機関法人等の共同研究プロジェクトの公募に採択された場合どうすればよいか。（共同研究に係る研究費は当該共同利用機関法人等内で法人の予算として執行され、直接研究費を受給しない場合。）
	設問１８　住民税の納付通知書が届いたが、支払わないといけないのか。
	設問１９　証明書の発行に関し、提出先の指定の様式で証明書を発行することは可能か。
	設問２０　「海外の大学・大学院に在籍する留学はできません。」とあるが、海外渡航先の大学院で研究指導委託を受けるうえで必要な「交換留学生」の身分を持つことは可能か。
	設問２１　特別研究員採用中に受入研究機関のダブルディグリー・プログラムを利用して留学してよいか。
	設問２２　（独）日本学生支援機構の海外留学支援制度(協定派遣)の奨学金は実質的には滞在費の支援であるが、「海外の大学・大学院に在籍する留学」に該当しないプログラムに参加する場合、滞在費とみなし受給が可能か。
	設問２３　海外渡航中の税金等の扱いについてはどうなるのか。
	設問２４　アメリカ合衆国Ｊビザ帰国義務免除の手続の際に必要となる、日本のスポンサーからの、帰国しないことに対して異議がない旨を述べた大使館宛のレターは発行してもらえるのか。
	設問２５　中断期間中にアルバイト等で報酬を得ることは可能か。
	設問２６　４月分研究奨励金は５月分と一緒に振り込まれることを失念していたため、４月分生活費の元手がないが、どうすればよいか。
	設問２７　研究奨励金が給与所得として課税対象となっている経緯（根拠）はどのようなものか。
	設問２８　特別研究員はクレジットカードが作れないと聞いたことがあるが本当か。
	設問２９　博士課程教育リーディングプログラムに採択を受けている教育課程を履修してよいか。
	設問３０　採用終了後に、国立大学法人の助教に採用が決まったが、初任給の算定にあたっては、特別研究員-ＰＤの採用期間については職歴としてどのように扱われるのか。
	設問３１　研究遂行経費としての支出が当該年度の研究奨励金額の３割未満であった場合はどうなるのか。




